
現物弁済米販売基本要領
第１　趣旨
　社団法人米穀安定供給確保支援機構（以下「米穀機構」という。）は、「集荷円滑化対策実施要綱」（平成１６年４月１日付け１５総食第８２７号。農林水産事務次官依命通知）第４の４の(5)に基づき現物弁済された米穀（以下「現物弁済米」という。）の販売について、「集荷円滑化対策業務規程」第１８条及び「集荷円滑化対策業務実施細則」第７条に定めるところによるほか、この要領の定めるところにより実施するものとする。
第２　販売の方法
　現物弁済米の販売は、原則として一般競争入札によるものとし、必要に応じて随意契約により実施できるものとする。
　一般競争入札の実施に当たっては、米穀機構は安定供給支援事業部の職員の中から、入札を担当する者（以下「入札担当者」という。）として適当な者を定め、現物弁済米の販売に係る電子入札システム（以下「電子入札システム」という。）を利用し、電子入札の方式で実施するものとする。
第３　売渡対象者
　現物弁済米の売渡対象者は、当該現物弁済米を次のいずれかの用途に使用することが確実な者とする。
(1)　主食用米、加工用米及びミニマムアクセス米が販売されている用途（以下「既存用途」とい  う。）以外の新規用途
(2)　既存用途であっても、
ア　米以外の原料又は輸入米粉調製品を原料として用いており、当該原料に代替する用途
イ　当該用途の需要を増加させることが確実と見込まれる用途
第４　売渡業者の登録
１  登録申請　
　現物弁済米を購入しようとする者は、米穀機構に対し、毎年、別紙様式１の登録申請書により、売渡事業者としての登録申請を行うものとする。
２　申請の審査・登録
　米穀機構は、１により登録申請を受けた場合は、内容を審査し、適当であると認めたときは、当該申請者を売渡事業者として登録し、その旨を別紙様式２により当該売渡事業者に通知するとともに、登録した売渡事業者（以下「登録事業者」という。）が電子入札システムを利用するために必要な措置を講じることとする。
３　登録の取消し
　米穀機構は、登録事業者について、次のいずれか一つ以上に該当するときは、２の登録を取り消すことができる。
(1)　登録に関し、不正の行為があったとき
(2)　現物弁済米の販売を適正かつ確実に実施することができないと認められるとき
(3)  この要領の規定に違反したとき
第５　一般競争入札
１　買受申込資格者
　　現物弁済米の販売に係る一般競争入札に参加できる買受申込資格者は、登録事業者であり、かつ、次のいずれか一つ以上に該当する行為を行い、その事実があった後、入札への参加を制限する期間として米穀機構が定める入札停止期間を終えた者とする。
(1)　契約の履行に当たり故意に物件の品質、数量等に関して不正の行為をすること
(2) 入札参加者が、契約、協定その他何らの名義をもってするを問わず、他の入札参加者と共同して対価を決定する等、公正な競争を実質的に制限すること
(3)　落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げること
(4)　監督又は検査の実施に当たり、米穀機構の職員の職務の執行を妨げること
(5)　正当な理由がなく契約を履行しないこと
２　売渡しの公告
(1)  米穀機構は、現物弁済米を入札により売り渡そうとする場合は、次の事項を電子入札システム等に掲示すること等によって公告する。
ア　競争入札に付する事項
(ｱ） 原則として、入札に付す産年、産地、品種、等級、包装等を必要に応じ一つの単位として区分した入札区分（以下「銘柄」という。）及び数量
(ｲ） 応札最小単位
(ｳ)　受渡期限
イ　競争に参加する者に必要な資格に関する事項
ウ　入札の方法及び日時
エ　入札保証金に関する事項
オ　入札の無効に関する事項
カ　契約の締結に関する事項
キ　競争の方法が複数落札制の場合は以下に掲げる事項
(ｱ） 競争の方法が複数落札制によるものであること
(1） ８の(2)により、入札の一部について落札がなかったものとする場合があること
(ｳ)  競争に加わった者が入札公告に規定する人数に満たないときは、当該入札を取り消す場合があること
(ｴ)　端数の入札を制限する場合があること
ク　その他必要な事項
(2)　(1)の公告は、入札の日の前日から起算して１０日前までに行う。ただし、急を要する場合においては、その期間を５日前までに短縮することができる。
３　入札保証金
入札担当者は、入札を実施しようとする場合、その競争に加わろうとする者に対して、その者の見積もる契約金額の１００分の５以上の保証金を納めさせなければならない。ただし、次のいずれか一つ以上に該当するときは、入札保証金の全部又は一部を免除することができる。
(1)　入札に参加しようとする者が保険会社との間に米穀機構を被保険者とする入札保証保険契約を結んだとき
(2)  落札者が契約を結ばないこととなる恐れがないと認められるとき
４　予定価格
(1)　予定価格の作成
　　予定価格は、米の取引の実例価格、需給状況等を考慮し、米穀機構が定める。
(2)  秘密保持
米穀機構は、予定価格を厳重に取り扱うとともに、これを公表してはならない。
また、開札後においても予定価格を公表してはならない。
５　入札
(1)　入札は、銘柄ごとに行う。
(2)  入札参加者は、あらかじめ、契約書の条項を熟覧の上、入札しなければならない。
(3)  入札参加者は、入札時刻を過ぎたときは、入札することができない。
(4)  入札参加者は、提出した電子入札書の変更又は取消しをすることはできない。
(5)  入札をした者は、入札後、この要領及び契約書について不明を理由として異議を申し立てることはできない。
６　開札
(1)　入札担当者の開札に当たっては、入札者又は入札事務に関与しない職員を立ち会わせて行う。
(2)  ４の(1)により作成した予定価格は、封書にし、開札の際これを開札場所に置かなければならない。
７　再度入札
(1)  入札担当者は、開札をした場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札がないときは、直ちに、再度の入札を行うことができる。
(2)  再度入札の対象者は、銘柄別に初回の入札に参加した者とする。
８　落札者の決定
(1)  落札者の決定は、原則として複数落札制によるものとし、入札担当者は、以下の方法により落札者の決定を行う。
ア　入札の申込みは、売渡数量の範囲内において数量及び単価を入札させるものとし、予定価格を超える単価の入札者のうち、高価の入札者より順次売渡数量に達するまでの入札者をもって落札者とする。
イ　落札となるべき同価の入札をした者が２人以上ある場合は、入札数量の多い者から順次落札者とする。
ウ　最後の順位において、落札となるべき同価、同数量の入札をした者が２人以上ある場合は、くじによって落札者を決定する。
エ　アからウまでの場合において最後の順位の落札者の入札数量が他の落札者の入札数量と合計して売渡数量を超えるときは、その超える数量については落札がないものとする。
(2)　次のいずれか一つ以上に該当する入札は、無効とする。
ア　１の買受申込資格者としての条件を備えない者がした入札
イ　買受申込みに際し、虚偽の申告をした者がした入札
ウ　入札書の入札価格を訂正した入札、数量及び入札価格に円未満の端数を付した入札その他入札書が所定の記載方法によらない入札
エ　銘柄別の売渡数量を超えて入札した者の当該銘柄に対する入札
オ　同一人が、同一銘柄に対し２通り以上の意思表示をした入札
カ　２人以上の代理をした者がした入札
キ　入札に制限を設けた場合に、その制限に反して入札をした者の入札
(3)　落札者を決定した場合は、米穀機構は速やかに入札者に対し落札結果を通知する。
　９　売買契約の締結
入札担当者は、８により決定された落札者を買受人とし、契約書に記名押印の上、速やかに売買契約を締結する。
　10　契約の締結期限
契約の締結期限は、現品の受渡期限を考慮の上、入札担当者が定める。
　11　契約保証金
入札担当者は、米穀機構と契約を結ぶ者に対して、契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を納めさせなければならない。ただし、次のいずれか一つ以上に該当する場合は、契約保証金の全部又は一部を免除することができる。
(1)　契約の相手方が物品の販売代金を即納する場合
(2)　その他契約保証金の納付の必要がないと認められる場合
　12　買受代金の納付
買受人は、米穀機構が発行する納入告知書により、代金納付期限までに買受代金を納付する。
　
　13
現品の受渡し
(1)  入札担当者は、12による買受代金の納付を確認した後に、荷渡指図書を発行し、買受人に交付する。
(2)  荷渡指図書の交付を受けた買受人は、当該荷渡指図書を倉庫業者等に提示して、現品の引渡しを受けるものとする。
(3)  受渡し希望地までの運送による受渡しを希望する場合にあっては、米穀機構が別に定めるところによる。
14　その他
(1)  米穀機構は、一般競争入札の実施に関し、この要領に定めるもののほか、必要な事項を別に定めることができる。
(2)  その他、事務手続に関する事項及び契約に関する事項については、契約書により定める。
第６　随意契約
１　買受申込資格者
第５の１の規定は、現物弁済米の売渡しを随意契約により行う場合の買受申込資格者について準用する。
２　予定価格の作成
予定価格は、第５の４の規定に準じて定める。
３　随意契約で販売ができる場合
次のいずれかに該当する場合は、随意契約で販売することができる。
ア　１0トン未満のロットの販売をする場合
イ　品質管理上早急に販売する必要がある場合
ウ　契約の性質又は目的が競争を許さない場合及び競争に付することが不利と認められる場合
４　受渡期間等の設定
販売担当者は、１の買受申込資格者の随意契約の申込みに際しては、米穀の需給状況及び引渡しの日程に応じて、売渡対象者、売渡対象米穀の提示数量、買受申請書の提出日、受渡期間等を定めることができる。
５　売渡対象米穀の提示
１の買受申込資格者が、現物弁済米の買受けを希望する場合は、販売担当者から売渡対象米穀の提示を受けることができる。
６　買受けの申請
１の買受申込資格者が随意契約による買受けを希望する場合には、販売担当者は、当該買受申込資格者から銘柄別に希望数量を明らかにした申込書の提出を受けるものとする。
７　買受人の決定
販売担当者は、６により提出を受けた申込書をもとに、買受人の決定を行う。
８　売買契約の締結
販売担当者は、米穀機構が別に定めるところにより、売買契約を買受人と締結する。
９　その他
(1)  米穀機構は、随意契約の実施に関し、この要領に定めるもののほか、必要な事項を別に定めることができる。
(2)  その他、事務手続に関する事項及び契約に関する事項については、契約書により定める。
第７　適正流通の確保について
　１　現物弁済米の流通形態について
現物弁済米の販売については、当該米穀の適正な流通を確保するため、基本的には、米穀

機構において、変形加工（破砕。以下同じ。）した後、販売することとする。
また、現物弁済米を変形加工することによって、製品原料に使用することが困難な場合に
は、事前審査において、適正流通が確保されると判断できる実需者に対して、変形加工することなく販売を行うものとして、２の確認行為等を的確に実施し、適正な流通に万全を期するものとする。
　２　具体的な横流れ防止策について

　(1)　変形加工工場における確認

　　米穀機構は、現物弁済米について(1)に基づき、変形加工する場合においては、別に定める
ところにより、変形加工工場の選定及び指定を行うものとする。

また、米穀機構は、現物弁済米の変形加工を委託した当該工場に対し、立会い及び品位の確認の確認を行うとともに、帳簿書類の確認を行うものとする。

　(2)　実需者（購入者）に対する確認行為
米穀機構は、現物弁済米を販売した実需者の製品製造工場等への立会いを行うとともに、帳　　　　簿書類の整備及び一定期間毎に、現物弁済米の使用状況報告を義務付けるものとする。

　(3)　地方農政事務所長等に対する事実の適示
(1)又は(2)に基づく確認において、米穀機構が実施する立会い及び使用状況報告におい
て、その行為に対する拒否、不適正な流通又は不適正な流通のおそれがあると判断した場合には、地方農政事務所（地方農政局が所在する府県にあっては地方農政局、北海道にあっては北海道農政事務所、沖縄県にあっては沖縄総合事務局。以下「地方農政事務所等」という。）に対し、書面により具体的事実を摘示することができるものとする。

　(4)　地方農政事務所等による確認
地方農政事務所等が、当該現物弁済米の流通について確認するため、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（平成６年１２月１４日法律第１１３号）第５２条の規定に基づく報告徴収・立入検査を行う際には、買受人及び実需者（変形加工工場を含む。）は、これに応じなければならない。
　(5)　不適正流通に対する措置
米穀機構は、自ら又は地方農政事務所等の検査により、現物弁済米の不適正な流通が立証された場合には、現物弁済米の入札への参加の停止又は入札参加資格の取消及び契約に基づく違約金の徴収を行うほか、農林水産省総合食料局長及び生産出荷団体（全国農業協同組合連合会、全国主食集荷協同組合連合会）等の関係機関に対し、その事実について、書面で具体的な事実を摘示し、情報提供を行うとともに、公表できるものとする。
附則
この要領は、平成２２年４月１日から施行する。
別紙様式１
年　月　日
現物弁済米の売渡対象者登録申請書
社団法人　米穀安定供給確保支援機構理事長　殿
社団法人米穀安定供給確保支援機構が実施する現物弁済米の販売に係る一般競争入札参加者の登録を申請します。
なお、この申請書の全ての記載事項及び添付書類については、事実と相違ないことを誓約します。
1. 申請者
	ふりがな
	

	会社名
	

	ふりがな
	

	代表者
役職名・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	本社所在地

	〒
TEL：
FAX：


2. 営業担当窓口
	営業担当
窓口連絡先
（本社所在地と同一の場合は記入不要）
	〒
TEL：
FAX：

	部署名
	

	ふりがな
	

	営業担当者
役職名・氏名
	Email：


3. 事業の種類等
	主たる事業の種類

	

	米穀の仕入実績等

	直前年度の実績
直前々年度の実績
	平成　年　月　日～平成　年　月　日　　トン
平成　年　月　日～平成　年　月　日　　トン

	
	本年度の仕入見込
次年度の仕入見込
	平成　年　月　日～平成　年　月　日　　トン
平成　年　月　日～平成　年　月　日　　トン


4. 添付書類
(1) 財務諸表
(2) 営業経歴書（自社のパンフレット等）
(3) 販売計画が分かるもの
(4) 買い受ける現物弁済米について買受目的以外の用途に使用しないことを誓約する書面
(5) その他機構が必要と認めた資料
別紙様式２
年　月　日
現物弁済米の売渡対象者登録審査の結果通知書
○○○○会社
代表者○○　　殿
社団法人米穀安定供給確保支援機構　理事長
平成　年　月　日付けで申請のあった米穀の売渡対象者については、下記のとおり登録しましたので通知します。
なお、本通知書受領後に申請内容に変更があった場合は、速やかに届け出願います。
記
登録番号：　　　○○○
ユーザーＩＤ：　　　○○○○○○
パスワード：　　　○○○○○○
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